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が
79
．9
％（
全
国 

72
．5
％
）と
な
っ
て
い
ま
す（
図
4
）。

　
沖
縄
県
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国
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第
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次
産
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の
ウ
エ
イ
ト
が
低
く
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産
業
の
ウ
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ト
が
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い
こ
と
が
特

徴
で
す
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に
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業
に
つ
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て
は
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の
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合
が
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国
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に
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し
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縄
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は
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、就
業
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に
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て
は
、全
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に
対
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縄
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と
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度
頃
ま
で
は
、そ
の
差
は
縮
小
傾
向
で
推

移
し
て
い
ま
し
た
が
、そ
の
後
再
び
拡
大

傾
向
を
み
せ
ま
し
た
。平
成
2
年
度
以
降

は
70
％
前
後
と
、横
ば
い
で
推
移
を
続
け

て
い
ま
し
た
が
、平
成
27
年
度
以
降
は
再

び
縮
小
傾
向
を
示
し
、令
和
元
年
度
は

75
．9
％
と
な
っ
て
い
ま
す
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沖
縄
県
に
お
け
る
一
人
当
た
り
の
県

民
所
得
は
、復
帰
後
増
加
傾
向
に
あ
り
ま

す
が
、全
国
に
お
い
て
は
最
下
位
が
続
い

て
い
ま
す（
表
２
）。
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縮
小
傾
向
で
推

移
し
て
い
ま
し
た
が
、そ
の
後
再
び
拡
大

傾
向
を
み
せ
ま
し
た
。平
成
2
年
度
以
降

は
70
％
前
後
と
、横
ば
い
で
推
移
を
続
け

て
い
ま
し
た
が
、平
成
27
年
度
以
降
は
再

び
縮
小
傾
向
を
示
し
、令
和
元
年
度
は

75
．9
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
沖
縄
県
に
お
け
る
一
人
当
た
り
の
県

民
所
得
は
、復
帰
後
増
加
傾
向
に
あ
り
ま

す
が
、全
国
に
お
い
て
は
最
下
位
が
続
い

て
い
ま
す（
表
２
）。
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沖
縄
県
の
有
効
求
人
倍
率
は
、0
．19
倍

（
昭
和
47
年
）か
ら
0
．73
倍（
令
和
3
年
）

と
な
り
、全
国
と
の
差
も
0
．97
ポ
イ
ン
ト
か

ら
0
．4
ポ
イ
ン
ト
と
な
っ
て
い
ま
す
。平
成

29
年
に
は
1
．11
倍
と
初
め
て
１
倍
を
超
え
、

令
和
元
年
に
は
過
去
最
高
の
1
．19
倍

と
な
り
ま
し
た
。

　
し
か
し
、そ
の
後
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
等
の
影
響
で
減
少
し
、令
和
3

年
に
は
0
．73
倍
と
な
り
ま
し
た
。全
国
に

お
い
て
も
同
様
の
状
況
で
、令
和
元
年
以

降
減
少
し
、令
和
3
年
は
1
．13
倍
と
、昭

和
47
年
と
同
水
準
と
な
り
ま
し
た（
図
5
）。

　
完
全
失
業
率
に
つ
い
て
は
、平
成
13
年
の

8
．4
％
を
ピ
ー
ク
に
減
少
傾
向
に
あ
り
ま

し
た
が
、令
和
元
年
以
降
は
再
び
増
加
し
、

令
和
3
年
に
お
い
て
は
、3
．7
％（
完
全
失

業
者
数
2
万
8
千
人
）と
な
っ
て
い
ま
す
。

全
国
は
2
．8
％
で
、昭
和
47
年
以
降
、全
国

を
上
回
る
状
況
が
続
い
て
い
ま
す（
図
６
）。

　
令
和
3
年
に
お
け
る
完
全
失
業
率
を
年

齢
階
級
別
に
み
る
と
、沖
縄
は
、15
歳
か
ら

34
歳
に
お
い
て
、全
国
は
、15
歳
か
ら
34
歳

及
び
60
歳
か
ら
64
歳
に
お
い
て
、総
数
と

比
べ
完
全
失
業
率
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す

（
図
７
）。

　
沖
縄
に
お
い
て
は
特
に
、15
歳
か
ら
29
歳

の
若
年
層
の
完
全
失
業
率
が
全
国
よ
り
も

高
い
状
況
に
あ
り
、15
歳
〜
19
歳
が
8
．3
％

（
全
国
3
．8
％
）、20
歳
〜
24
歳
が
7
．3
％

（
全
国
4
．8
％
）、25
歳
〜
29
歳
が
6
．1
％

（
全
国
4
．2
％
）と
な
って
い
ま
す
。

労
働
市
場
に
つ
い
て

特集1
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1.0
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0.2

第１次産業
1.3
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　産業
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その他の
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県内総生産(名目)
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7.9

その他の
第3次
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54.5
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79.9 情報通信業

2.7

沖縄県
令和3年度
就業者数
73万人

漁業
0.3

農林業
2.9

漁業
0.2

第１次産業
3.1

第2次産業
22.8

製造業
15.6

卸売・
小売業
15.9

建設業
7.2

宿泊・飲食
サービス業
5.5

その他の
第3次
産業
47.2

第3次産業
72.5 情報通信業

3.8

全　国
令和3年度
就業者数
6713万人

全国
令和元暦年

国内総生産(名目)
558兆4,912億円

第１次産業
1.0

農業
0.9

第2次
　産業
　　25.6製造業

20.1

卸売・
小売業
12.4

建設業
5.5

その他の
第3次
産業
52.8

第3次産業
72.5

（注）：
資 料：

別に控除される項目もあるため第1次産業～第3次産業の合計の数値が100％とはならない。
内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年俸」、沖縄県企画部「県民経済計算」

（注）：
資 料：

１．第1次産業：農林業、漁業、　第2次産業：鉱業、建設業、製造業、　第3次：それ以外の産業
２．総数に分類不能または不詳の数を含むため、必ずしも内訳の合計は一致しない。
総務省統計局「労働力調査」、沖縄県企画部「労働力調査」

鉱業
0.1

図４．産業別県（国）就業者の構成比（％）

図３．産業別県（国）内総生産（名目）の構成比（％）
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特集1

資 料：沖縄県「労働力調査」

資 料：総務省統計局「労働力調査」、沖縄県企画部「労働力調査」

図６．完全失業率及び完全失業者数の推移

図７．年齢階級別完全失業率（令和3年）
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65歳以上
総 数

3.8
4.8
4.2

3.4
2.7
2.4
2.3
2.5
2.6

3.1
1.8

2.8＜全国＞ ＜沖縄＞

8.3
7.3

6.1
4.2

3.6
2.4

3.2
2.5
2.9
3.3

1.3
3.7

（注）：
資 料：

受理地別とは､各ハローワークで受理した求人数を用いて算出した求人倍率。
厚生労働省職業安定局「一般職業紹介状況(職業安定業務統計)」

図５．有効求人倍率の推移（受理地別）
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図６．完全失業率及び完全失業者数の推移

図７．年齢階級別完全失業率（令和3年）
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図５．有効求人倍率の推移（受理地別）
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